
全国造船安全衛生対策推進本部の概要

（２０１９．６．１）

設　立　　昭和５８年７月
名　称　　全国造船安全衛生対策推進本部（略称を「全船安」という）
目　的　　船舶製造又は修理業の安全衛生管理水準の一層の向上と労災保険収支の改善を図ること。

会　員　　昭和５８年７月：
（社）日本造船工業会、（社）日本中型造船工業会、（財）日本小型船舶工業会の３団体を会員として設立される。

　　　　　昭和６１年１月：
（社）日本造船協力事業者団体連合会が加盟し、４団体の構成となる。

平成１３年１月：
（社）日本中型造船工業会と（財）日本小型船舶工業会が統合し、（社）日本中小型造船工業会となったことにより、（社）日本造船工業会、（社）日本中小型造船工業会、（社）日本造船協力事業者団体連合会の３団体の構成で現在に至る。
（（社）日本造船工業会は平成２４年４月１日、一般社団法人日本造船工業会に移行、（社）日本中小型造船工業会及び（社）日本造船協力事業者団体連合会は平成２５年４月１日、一般社団法人日本中小型造船工業会及び一般社団法人日本造船協力事業者団体連合会に移行）
なお、全船安活動の趣旨に賛同する船舶製造または修理業を営む事業者は随時加入出来る。構成３団体以外からは、入会金・会費等費用は一切徴収していない。
事務所・　本部を東京都港区虎ノ門１-１５-１2（日本ガス協会ビル）に置く。
組織等　　(1) 組　織：添付「全国造船安全衛生対策推進本部組織図」のとおり。
(2) 代表者：本部長 梶原　正也（ｼﾞｬﾊﾟﾝﾏﾘﾝﾕﾅｲﾃｯﾄﾞ㈱ 専務執行役員）
　(3) 役員等：添付「全国造船安全衛生対策推進本部役員等名簿」のとおり。
事業内容　(1) 労働災害の防止並びに職業性疾病予防に関する事業

①労災防止重点施策の実施                                        

②災害要因の分析と類似災害防止のための指導                      

③各種教育用テキストの作成及び頒布                              

④講習会、研修会等の開催                                        

⑤安全衛生点検の実施                                            

⑥その他教宣活動
(2) 労災保険収支改善に関する事業

(3) 厚生労働省・国土交通省等関係官庁・関係団体との連絡調整に関する事業

(4) その他本推進本部の目的を達成するために必要な事業
活　動　　船舶製造又は修理業の災害発生状況等を勘案し、重点施策を設定の上、その対策を講じている。
　　　　　主な重点対策は以下のとおり。

　　　　　　①死亡災害の撲滅と類似災害の防止対策強化
②安全衛生統括管理の徹底
③リスクアセスメント推進活動並びに安全衛生スタッフの能力向上
以上
